
下水道事業の経営改革の推進について

総務省自治財政局準公営企業室



決算規模は、17兆882億円。 （対前年度 1兆6,908億円、9.0%減少）

平成26年度決算は、会計基準の見直しに伴い、特別損失（退職給付引当金不足額等）
の計上等に伴う総費用の増加等により、規模が拡大したが、平成27年度決算は平成25
年度決算までと同水準となっている。
事業別にみると、下水道事業が最も大きく、次いで病院事業、水道事業となっている。

地方公営企業の決算規模の推移
（単位：億円、％）

年度

増減額 増減率 増減額 増減率

事業 (A) (B) (C) (C)-(B) （(C)-(B)）/（B） (C)-(A) （(C)-(A)）/（A）

水道（含簡水） 39,229 39,400 39,126 41,948 39,917 △ 2,031 △ 4.8 688 1.8

工 業 用 水 道 1,891 2,176 1,981 2,802 1,975 △ 827 △ 29.5 84 4.4

交 通 11,446 10,740 10,081 12,726 10,848 △ 1,878 △ 14.8 △ 598 △ 5.2

電 気 958 986 1,126 1,335 1,154 △ 180 △ 13.5 197 20.5

ガ ス 1,170 1,142 1,176 1,280 1,086 △ 194 △ 15.2 △ 84 △ 7.2

病 院 44,637 44,782 45,536 50,688 46,408 △ 4,280 △ 8.4 1,771 4.0

下 水 道 56,641 55,959 55,244 56,169 55,208 △ 961 △ 1.7 △ 1,433 △ 2.5

そ の 他 16,279 15,063 14,448 20,841 14,285 △ 6,555 △ 31.5 △ 1,994 △ 12.2

合 計 172,252 170,246 168,717 187,789 170,882 △ 16,908 △ 9.0 △ 1,370 △ 0.8

（参考）
対前年度比較

対平成23年度比較
23 24 25

(注)１．決算規模の算出は次のとおりとした。
　    　　法適用企業：総費用（税込み）－減価償却費＋資本的支出
　　  　　法非適用企業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

26 27

地方公営企業の決算規模 （推移）
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建設投資額
38,101億円
（100.0%）

（平成27年度）

建設投資額は、３兆8,101億円で、前年度に比べ681億円、1.8％増加しており、４年連
続で増加となっている。
事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院事業、交通事業と

なっている。
なお、過去５年間の推移をみると、平成23年度の建設投資額と比較して、3,615億円、

10.5％増加となっている。

地方公営企業の建設投資額の状況（平成27年度） 地方公営企業の建設投資額の推移

（単位：億円、％）

年度

増減額 増減率 増減額 増減率

事業 (A) (B) (C) (C)-(B) （(C)-(B)）/（B） (C)-(A) （(C)-(A)）/（A）

  水道（含簡水） 9,906 10,361 10,793 11,647 12,010 363 3.1 2,104 21.2

工 業 用 水 道 339 380 418 455 484 29 6.4 145 42.6

交 通 1,826 1,989 1,518 1,628 1,722 94 5.7 △ 104 △ 5.7

電 気 111 157 318 338 294 △ 44 △ 12.9 183 165.0

ガ ス 168 138 111 116 121 5 4.4 △ 47 △ 28.2

病 院 3,688 4,032 4,449 4,667 4,407 △ 260 △ 5.6 720 19.5

下 水 道 15,556 15,471 15,497 15,770 15,573 △ 197 △ 1.2 18 0.1

そ の 他 2,892 2,990 3,047 2,798 3,489 691 24.7 596 20.6

合 計 34,486 35,518 36,151 37,419 38,101 681 1.8 3,615 10.5

(注)建設投資額とは、資本的支出の建設改良費である。

（参考）

対平成23年度比較
23 24 25

対前年度比較

26 27

地方公営企業の建設投資額
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地方公営企業への他会計繰入金の状況（平成27年度） 地方公営企業への他会計繰入金の推移

他会計繰入金は、３兆884億円で、前年度に比べ270億円、0.9％減少している。
事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで病院事業、水道事業となっている。

（単位：百万円、％）

区分

年度

26 27 増減額 26 27 増減額 26 27 増減額 増減率

事業 （A) （B) （B)-(A) （C) （D) （D)-(C) （E) （F) （F)-(E) （(F)-(E)）/（E）

水道（含簡水） 77,159 75,617 △ 1,542 132,002 128,848 △ 3,154 209,161 204,465 △ 4,696 △ 2.2

工 業 用 水 道 2,647 2,689 42 9,939 13,577 3,637 12,586 16,266 3,679 29.2

交 通 40,460 46,934 6,474 69,326 68,390 △ 936 109,786 115,324 5,538 5.0

電 気 234 322 89 1,504 1,305 △ 199 1,738 1,628 △ 110 △ 6.3

ガ ス 335 279 △ 56 1,174 1,335 161 1,509 1,614 105 7.0

病 院 535,652 497,619 △ 38,032 192,899 198,302 5,403 728,551 695,922 △ 32,629 △ 4.5

下 水 道 1,304,593 1,295,523 △ 9,070 483,754 499,224 15,469 1,788,347 1,794,747 6,400 0.4

そ の 他 74,788 76,031 1,243 188,951 182,374 △ 6,577 263,739 258,405 △ 5,333 △ 2.0

合 計 2,035,868 1,995,015 △ 40,852 1,079,549 1,093,355 13,806 3,115,417 3,088,370 △ 27,047 △ 0.9

収益的収入への
繰    入    金

資本的収入への
繰    入    金

合   計

（注）１．収益的収入への繰入金には、特別利益のうち他会計繰入金を含んでいる。
　　　２．資本的収入への繰入金には、他会計借入金を含んでいる。
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17,952 17,621 17,925 17,883 17,947 

7,318 7,033 7,165 7,286 6,959 

2,190 2,185 2,158 2,092 2,045 
1,714 1,624 1,212 1,098 1,153 
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32,702 31,594 31,259 31,154 30,884

地方公営企業への他会計繰入金
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（事業数）

下水道法上の下水道 下水道法上の下水道以外の
集合処理施設

個別処理（浄化槽）

＜参考：下水道の種類＞

事業種類

経営主体

都道府県 4 21 3 42 10 1 0 0 0 0 0 81

指定都市 20 11 0 0 12 2 0 0 0 4 1 50

市 718 349 7 1 452 89 11 10 51 143 62 1,893

町村 430 363 0 0 440 78 15 16 29 132 86 1,589

一部事務組合等 16 6 0 3 0 0 0 0 0 1 0 26

計 1,188 750 10 46 914 170 26 26 80 280 149 3,639

計公共 特環 特公 流域 農集 漁集 林集 簡排 小排 特排 個別

広義の下水道 公共下水道（広義）

流域下水道

公共下水道（狭義）

特定公共下水道

下水道法上の
下水道

特定環境保全公共
下水道

下水道法上の
下水道以外のもの

農業集落排水施設

漁業集落排水施設

林業集落排水施設

簡易排水施設

小規模集合排水処理施設

特定地域生活排水処理施設

個別排水処理施設

下水道法上の
下水道

下水道法上の下水道以外
の集合処理施設
（集落排水等）

個別処理（浄化槽）

下水道事業の種類別・経営主体別事業数（平成27年度）
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農業集落排水の概要

H25 法適化に関する簡易水道事業・下水道事業調査チーム（農林水産省提出資料）
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浄化槽の概要

H25 法適化に関する簡易水道事業・下水道事業調査チーム（環境省提出資料）
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一般会計からの繰入額の抑制使用料水準※の適正化 （単位：億円）（単位：円）

5.4％

△4.8％

（単位：人） 職員数の抑制

△17.5％

建設投資の抑制（単位：億円）汚水処理人口普及率
（全国平均）（単位：％）

△22.2%

今後の課題と対応

【課題】

【対応】

・公営企業会計適用の要請（H27.1）

＜H28.10時点（人口3万人以上団体）＞
・適用済 ３５．５％
・適用に取組中 ６１．７％

集中取組期間（Ｈ２７～Ｈ３１）

＜Ｈ３１年度末＞
・人口３万人以上団体はすべて移行
・人口３万人未満団体もできる限り移行

○都市部を中心とする更新需要への対応
○人口減少を見据えた持続可能な経営の確保

企業会計適用による
損益・資産情報の把握

「経営戦略」策定・実施に
よる経営基盤強化

・「経営戦略」策定要請（Ｈ26.8）

・ガイドラインの通知（H28.1）

・経営比較分析表の策定・公表（H28.2）
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(公共下水道)
(浄化槽)

(浄化槽)

(農集排等) (農集排等)

(その他)(その他)

(公共下水道)

下水道財政の見直し

①公害防止対策事業の見直し

・交付税措置のあり方の検討

②条件不利地域への対応
・高資本費対策の要件見直し

③老朽化への対応
・「経営戦略」の活用
・更新等に備えた積立金・使用料
算定のあり方の検討

・高資本費対策に「経営戦略」策定を
要件化（H29～）

・H32年度までに全事業で策定

＜収支均衡を図るための取組＞
・処理場統合等の「広域化・共同化」
・各種処理施設の「最適化」
・施設の長寿命化等の「投資の平準化」
・PPP/PFI等の「民間活力の活用」

下水道事業の現状と課題

※一般家庭における20㎥あたりの使用料の平均値
（参考 H27経費回収率：93.9％）

H27H20 H20

5.1％
20,018

15,573
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○ 処理区域内人口密度の低い公共下水道や集落排水、浄化槽の事業で、必要な汚水処理費用を使用料収入で賄っている
割合を示す経費回収率が低い傾向がある。

○ 今後、処理場、管路施設などのこれまで整備された施設が大量に更新時期を迎える。

管路施設の年度別管理延長（H27年度）

出典：国土交通省資料

経費回収率（％）（H27年度）

注）
経費回収率：使用料単価/汚水処理原価
公共：公共下水道
人口密度：処理区域内人口密度
集落排水：農業集落排水施設、漁業集落排水施設、林業集落排水施設、簡易排水施設及び小規模集合排水処理施設
浄化槽：特定地域生活排水処理施設及び個別排水処理施設
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110.6 
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浄化槽
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特定環境保全公共下水道

公共（人口密度 25人/ha未満）

公共（人口密度 25～50人/ha）

公共（人口密度 50～75人/ha）

公共（人口密度 75～100人/ha）

公共（人口密度 100人/ha以上）

処理場の年度別供用箇所数（H26年度）

下水道事業の経費回収率と老朽化の状況
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A水道事業
ゴム可とう管の破断
による配水管からの
漏水

○管路更新率0.94の水道事業
○布設後３８年経過した500mm管にて漏水が発生（毎時150～200トン）
○市の約半数である約10,000戸（約30,000人）で減断水
○発生から復旧まで約６日
○断続的な応急給水の実施（基幹病院にはピストン輸送）

○ 市民生活に影響を及ぼす断水や道路陥没などの障害に至った事例も発生。
○ 老朽化した管路の使用、腐食しやすい土壌に管路が埋設されていることなどが原因。

※写真はイメージ
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約3,300件

■下水道管路施設に起因した道路陥没件数の推移

管路の老朽化等に起因した障害の発生事例
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公営企業の更なる経営健全化を推進

廃止・
民営化等

広域化・
民間活用

経営比較分析表の策定・公表
（経年比較・類似団体の比較を推進）

↓
公表分野を順次拡大

新会計基準による予算・決算
の実施

（損益・資産の正確な把握）

公営企業の全面的な見える化

投資の合理化、財源見直し等
を行い、経営基盤を強化

相互に反映

公営企業の更なる改革への取組

更なる抜本的な改革の検討 経営戦略の策定

公営企業会計の適用拡大
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経済・財政一体改革
「集中改革期間」

要

請

（
総
務
大
臣
通
知
等
）

H30H29H28H27

○重点事業
下水道事業及び簡易水道事業

*人口3万人以上の団体について、期間内に公営企業会計

へ移行（H32.4まで）。

*人口3万人未満の団体についても、できる限り移行。

※その他の事業については、団体の実情に応じて移行を

推進。

○移行経費に対する地方財政措置

公営企業債（充当率100%）
元利償還金に対して普通交付税措置

集中取組期間
（H27年度～H31年度）

H27.1

地方公共団体が公営企業の経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等にさらに的確に取り組むためには、民間企業の会

計基準と同様の公営企業会計を適用し、経営・資産等の状況の正確な把握、弾力的な経営等を実現することが必要。

公営企業会計の適用の進捗状況を調査
各都道府県･市町村別に公表（毎年度）

公営企業会計適用の取組状況（H28.4.1時点）

【３万人以上の地方公共団体】

公営企業会計を「適用済」及び「適用に取組中」の
団体の割合

→ 下水道事業 92.9％、 簡易水道事業 86.0％
（（参考） H27.10.1時点 下水道事業 79.0％、 簡易水道事業 80.3％ ）

※H28.10.1時点フォローアップ調査においては、
下水道事業97.3％、簡易水道事業 92.4％と
適用の取組が進捗

【３万人未満の団体も含む全地方公共団体】
公営企業会計を「適用済」及び「適用に取組中」
の団体の割合

→ 下水道事業 56.8％、 簡易水道事業 56.7％
（（参考） H27.10.1時点 下水道事業 47.4％、 簡易水道事業 52.6％ ）

H31

【公営企業会計適用の推進体制等】

・ 総務省に各都道府県別の公営企業会計適用推進担

当者を設置（H27.11）するとともに、各都道府県におけ

る推進担当者を登録し、各都道府県間で共有（H28.1）。
・ 引き続き、各団体における取組状況をフォローアップ

するなど、適用拡大の取組を促進。

公営企業会計の適用の拡大について
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率、管渠老朽化率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　汚水処理に充てられる下水道使用料や主に雨水
処理に充てられる一般会計からの負担金など経常
収益を適切に確保する一方，効率的な維持管理や
企業債残高の縮減など汚水・雨水の処理費用の低
減を図るとともに今後の処理量に見合った施設の
再構築などにより経営の健全化・効率化を推進す
る。また老朽管渠の更新についても将来の更新需
要を把握し，財政収支との整合を図りながら計画
的に取り組む必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　「②管渠老朽化率」は類似団体平均値を下回っ
ており比較的，管路の老朽度は低いと言えるが，
年々上昇を続けており法定耐用年数を超えた管路
が増加している。一方，「③管渠改善率」は計画
的な更新を行っているが低位で推移している。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　「①経常収支比率」は，１００％を超えるとと
もに類似団体平均値を上回り，「②累積欠損金比
率」は，営業活動による損失は発生していないこ
とから０となっている。これは，下水道使用料な
どの経常収益が伸び悩む中で，増加する施設の効
率的維持管理などにより費用の抑制を図った結果
であり,将来の施設の老朽化や耐震化に向けた資金
となる利益を生んでいる。
　また，「⑤経費回収率」は，１００％を超える
とともに類似団体平均値を上回っており，汚水処
理に係る費用を下水道使用料で賄えていることを
表し，「⑥汚水処理原価」は低下傾向を示すとと
もに類似団体平均値を下回っているおり，これま
で効率的な維持管理を進めてきた成果であると言
える。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 63.62 77.04 65.94 2,572 400,510 78.76 5,085.20 【】

1,248.56 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法適用 下水道事業 公共下水道 Ac1 520,462 416.85

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.01 0.01 0.01 0.01 0.03

平均値 0.09 0.08 0.10 0.10 0.11

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 107.71 108.71 112.61 109.31 112.74

平均値 103.04 103.11 102.74 103.51 105.47

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 17.50 18.82 20.23 21.74 36.42

平均値 13.59 14.17 15.36 16.57 28.06

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.47 0.66 0.93 1.24 1.67

平均値 1.86 2.36 2.81 3.11 3.32

①経常収支比率(％)

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 13.66 14.03 15.05 11.76 13.30

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 204.84 248.53 282.40 408.14 70.08

平均値 211.52 191.62 184.15 205.35 52.63

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 376.19 395.20 326.47 353.62 307.19

平均値 934.38 959.10 941.18 893.45 843.57

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 109.05 117.54 123.02 117.01 127.11

平均値 92.76 93.53 93.55 95.24 99.86

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 138.76 128.63 122.94 129.13 119.11

平均値 153.69 152.28 153.24 150.75 147.29

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 76.31 79.08 78.70 78.99 84.18

平均値 62.05 61.64 61.73 61.10 61.03

91.50

92.00

92.50

93.00

93.50

94.00

94.50

95.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 92.84 92.98 93.45 93.74 94.54

平均値 92.76 93.10 93.10 93.47 93.83

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【107.74】 【4.71】 【56.46】 【776.35】

【94.57】【60.35】【142.28】【96.57】

【36.27】 【4.35】 【0.17】

経営比較分析表の例
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投資・財政計画の策定

効率化・経営健全化の取組

広域化,民間の資金・
ノウハウ活用（ＰＰＰ
／ＰＦＩ等）

その他の経営基
盤強化の取組（ＩＣ
Ｔ活用等）

○ 料金の見直し

○ 内部留保額の見直し

等

財源試算の検討
反映

経営基盤強化と財政マネジメントの向上

経営戦略 [イメージ]

組織,人材,定員,給
与の適正化

（計画期間は基本１０年以上）

○ ダウンサイジング、スペッ
クダウン

○ 長寿命化
○ 過剰・重複投資の見直し
○ 優先順位が低い事業の

取りやめ 等

投資試算の検討

○各公営企業が、将来にわたって安定的に事業
を継続していくための中長期的な経営の基本計
画である「経営戦略」の策定を要請。
（平成26年8月29日付け公営企業三課室長通知）

○「経済・財政再生計画」の「集中改革期間」である平成
28年度から平成30年度までの間、集中的に策定を推
進（平成32年度までに策定率100％）
（平成28年1月26日付け公営企業三課室長通知）

○ 「経営戦略策定ガイドライン」の策定・公表（平成28年

1月）、改訂（平成29年3月）

・策定の定義を明確化

・事業別ガイドラインに実務的な策定手順等の記載を充実

・事業別ガイドラインに駐車場整備事業を追加

○ 毎年度、経営戦略の策定に係る進捗状況を調査・
個別団体ごとに公表

○ 水道事業の高料金対策、下水道事業の高資本費対
策について、経営戦略策定を要件化（平成29年度～）

○ 経営戦略の策定に要する経費に対する特別交付税

措置（平成28年度～30年度）を創設

・先進団体視察、専門家の招へい等に要する経費

・「投資・財政計画」の策定に要する経費（「投資試算」「財政試算」の

シミュレーション、収支ギャップ解消策の検討等）

・水道広域化の調査・検討に要する経費 等

・対象経費の１／２について一般会計から繰出

（上限額 1,000万円（事業費ベース・複数年度通算））

・一般会計繰出額の１／２について特別交付税措置

対象経費

公営企業の「経営戦略」の策定推進について

地方交付税措置の内容

収支ギャップが生じた場合にはその解消を図る

収支
均衡

経営健全化に向けた議論の契機とするため住民・議会に対して「公開」

主な
改訂点

経営戦略の策定を進めるための方策

・対象経費の１／２について一般会計から繰出

（上限額 1,000万円（事業費ベース・複数年度通算））

・一般会計繰出額の１／２について特別交付税措置

・水道広域化等の調査・検討に要する経費については、

上限額を上乗せ（＋1,500万円）し、重点的に支援
13



○ 「経営戦略」策定に着手、検討している公営企業から寄せられた実務上の課題を解決し、公営企業全体として、より実効性のある「経営戦略」を策

定するため、本ガイドラインを策定。（平成２９年３月３１日改訂。）

○ 「経営戦略」の策定に当たっての実務上の指針として、①～④等を取りまとめ。

① 「経営戦略」に関する基本的考え方

② 「投資試算」及び「財源試算」の策定に必要な更新投資、料金などの将来予測方法

③ 経営健全化及び財源確保の具体的方策「先進的取組事例集」

～赤字（収支ギャップ）解消や更なる経営基盤の強化等に係る取組について、考え方や先進的な取組を紹介

④ 各事業別「経営戦略ひな形様式」

～各事業の特性を踏まえて「経営戦略」に盛り込むべきと考えられる事項例を整理して提示

ガイドラインの狙い（位置付け）

ガイドライン（基本的考え方）

１．計画期間
○１０年以上の合理的な期間を基本として設定
・やむを得ず１０年未満の計画期間とする場合には、その理由について住民・議会にわかりやすく説明することが必要。

２．収支均衡
○純損益（法適用）と実質収支（法非適用）の黒字
・事業、サービスの提供を安定的に継続するために必要な施設・設備に対する投資を適切に見込んだ上での黒字であり、また安定的に維持できることが望ましい。

▶赤字（「収支ギャップ」）解消に向けた取組を記載
・ 「収支ギャップ」が生じる場合においては、料金水準の適正化及び投資の合理化等により解消することが基本。

・ 料金水準の大幅な引き上げを行わなければ「収支均衡」しない場合等、必要な意思決定をするまでに長期間を要することから、収支が均衡した「投資・財政
計画」が短期間で策定できない事態も考えられるが、そのような場合であったとしても、安易に繰入金を増やすことで収支を均衡させることは適当ではない。

・ 収支について厳密に「合理的な計画期間内で「収支均衡」していない」場合でも、少なくとも「収支ギャップ」の解消に向けた取組の方向性や検討体制・スケ
ジュールを記載した「経営戦略」を策定し、収支改善を図っていくことが必要。

○策定上の留意事項
・ 広域化等や民間活用も含めた抜本的な改革を積極的に検討。

経営戦略策定ガイドラインの概要
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○ 現在の経営の効率化・健全化と、将来にわたる安定的な経営の継続のため、各公営企業は、公営企業会計の適用による損益・資産の正確な把握、経営比較

分析表の活用、中長期的な投資必要額と財源の具体的な推計等により、事業の現在の課題、将来の見通し・リスクを「見える化」して把握、分析、公表した上で、

こうした将来推計も踏まえ、当該事業の必要性と担い手のあり方について、抜本的な改革の検討を行うことが必要である。

抜本的な改革の必要性

○ 人口減少等に伴う料金収入の減少、施設等の老朽化に伴う更新需要の増大、大量退職等に伴う職員数の減少、制度改革に伴う影響など、

公営企業を取り巻く経営環境は厳しさを増しつつある。

○ 特に中小の公営企業では、現在の経営形態を前提とした経営改革の取組だけでは、将来にわたる住民サービスを確保することが困難となる懸念があり、

こうした問題点や危機意識について関係者間で共有を図ることが必要。

公営企業を取り巻く環境の変化と現在の問題状況

下水道事業の改革の方向性

○ 汚水の処理・雨水の排除により生活環境の改善・公共用水域の水質保全などの役割を担っており、公営企業としてサービスの継続的な提供を行う

必要が高い事業である。

○ 人口減少等に伴う料金収入の減少や更新需要の増大等を踏まえ、広域化等及び更なる民間活用の推進を検討

○ 汚水処理施設の統廃合、汚泥処理の共同化、維持管理・事務の共同化、
最適化の４類型

○ 持続可能性に関する危機意識や広域化等による効果について、市町村に認
識が共有されていないため、情報共有や意見交換、広域化等の検討の場を設
けることが重要。

○ 市町村域を越えた広域化等（流域下水道との連携を含む）についても検討を
行うことが重要。

○ 未普及地域においては、様々な汚水処理施設をどのように選択していくかと
いう最適化について、一層の検討を行うことが重要。

○ 都道府県構想の見直しの機会等を通じて、都道府県は、市町村間での情報
共有が進められるよう、主導的な役割を果たすことが重要。

○ 民間活用は、コストダウンだけでなく、民間の有する技術やノウハウを積極的
に活用する点にも意義があることに留意すべき。

○ 指定管理者制度や、包括的民間委託、コンセッションを含むPPP/PFI方式等
の活用を積極的に検討すべき。

○ 中小規模の団体ほど新たに民間活用に取り組むことにより経営効率化の
効果が出る余地が大きいという側面もあることに留意し、積極的に検討すべ
き。

○ 周辺市町村と共同することで円滑・効率的に民間活用に取り組むことができ
ること、民間活用の共同化が広域化等の取組につながることなど、広域化等と
あわせた民間活用も有効。

○ 都道府県は、市町村への情報提供や情報共有・意見交換に向けた検討の場
を設けるなど、積極的に関与する役割が期待される。

広域化等の留意事項 民間活用の留意事項

公営企業の経営のあり方に関する研究会 報告書概要（下水道事業）

15



○ 流域下水道事業は、二以上の市町村の区域における下水を排除し、
終末処理場を有している事業で、主に都道府県が事業を実施。

○ 昭和41年に大阪府が供用を開始（制度化はS45年）、
順次整備が進み、現在、４２都道府県で実施。（処理区域内人口は
4,157万人（全事業の28.6％を占める））

２．一部事務組合等

・それぞれの市町村が終末処理場を設置するよりも下流域で設置が可能である
ため、水域の環境保全が可能

・都道府県が設置する終末処理場で集約的に処理するため、それぞれの市町村
が終末処理場を設置するよりも投資・維持管理両面で効率的

１．流域下水道

○ 22団体が26事業を実施。

○ 業務の範囲は、一部事務組合によって様々であり、下水道の整備・管理・運営を実施している場合、整備後
の下水道の管理のみを実施している場合、汚泥の処理のみを行っている場合が存在。

（１）概要

（２）実施主体等

＜流域下水道イメージ＞

（３）流域下水道との接続（過去３年間実績）

年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

団体名 滝沢市（岩手県）
所沢市（埼玉県）

－
弘前市（青森県）
合志市（熊本県）

下水道事業における広域化等の現状
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各都道府県は、平成26年1月に国交省、農水省、環境省が共同で策定した「持続的な汚水処理シス

テム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル」に基づき見直しを行っているところ。

構想の見直しにあたっては、施設の改築・更新の予定、将来人口の減少等の状況を踏まえ、汚水処

理施設の統合などの広域化・共同化や効率的な運営管理手法の選定などの最適化を検討。

都道府県構想見直しの検討内容

① 汚水処理施設の整備区域の設定は、経済比
較を基本としつつ、

○概ね今後１０年を目標に汚水処理施設整備
の概成（時間軸）

○人口減少等の社会情勢の変化も勘案

② 長期的（２０～３０年）な観点から汚水処理施
設の統合や効率的な運営管理手法を検討

計画区域の見直しイメージ

※国交省資料より

※H28年度末までに29都府県が見直し済み
（H30年度末までに全都道府県で完了予定）

17

広域化等に関する主な最新の動き①
都道府県構想策定マニュアルに基づく都道府県構想の見直し
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協議会の構成員は、協議の結果に
基づき、広域連携を推進。

【広域連携】

【法定協議会】

下水道管理者が下水道を
適正に管理し続けるために、
・下水道管理者同士、
・下水道管理者と補完者

等の具体的な連携のあり方
や役割分担について協議し、
方向性を決定。
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○改正下水道法（第31条の4）においては、複数の下水道管理者による広域的な連携に向けた「協議
の場」としての協議会制度を創設（国、公社、日本下水道事業団等の参画も可能）。

○ 平成２８年８月５日に、大阪府内の富田林市、太子町、河南町、千早赤坂村の４市町村の下水道
管理者によって、管理の効率化に向けて下水道事務の広域化を検討するため、全国初の改正下水
道法に基づく法定協議会が設置。

○ 平成２８年１１月２５日には、埼玉県、県内５６市町村、一部事務組合、埼玉県下水道公社が協議
会を設置し、経営管理、災害対応への取組み、下水汚泥の共同処理を検討。

○ 平成２９年３月１７日には、長崎県、県内１６市町が協議会を設置し、下水汚泥の共同処理を検討。

8月5日に開催された協議会の出席者

大阪府内の4市町村※が、全国初の協議会を設置
（平成28年8月5日）

 4市町村では、人口減少による使用料収入の減少、老朽化施
設の急増による維持管理費用の増加、ベテラン職員の退職に
よる技術力の低下等が課題

 各課題に各市町村が単独で対応していくには限界があるため、
事務の広域化を検討。そのための協議の場として、協議会を
設置。

※国交省資料より18

広域化等に関する主な最新の動き②
広域的な連携による管理等の効率化に向けた協議会制度の創設



 

① 汚水処理施設の統廃合 

流域下水道への接続、公共下水道と集

落排水施設の接続及び処理区の統廃合

などを行う。 
 
【例】 

 

② 汚泥処理の共同化 

複数の団体の汚泥を集約して処理を行

う。 
 

【例】 

③ 維持管理・事務の共同化 

集中監視・管理、運転管理の共同委託、

使用料徴収・機材購入・水質検査等の共

同処理などを行う。 
 
【例】 

 

④ 最適化 

公共下水道、集落排水施設、浄化槽等の

各種汚水処理施設の中から、最適な施設を

選択して整備する。なお、見直しによって、

見直し前と比べて処理区や処理場等の施設 

が統合整理される場合がある。 
 
【例】 

 

 

（１）秋田県　類型①「汚水処理施設の統廃合」②「汚泥処理の共同化」の例

概要
・県がリーダーシップをとり、市町村と課題等を共有・連携することによって、「汚水
処理施設の統廃合」と「汚泥処理の共同化」を実施。

取組内容

・県人口の減少による使用料収入減少、更新事業の増加による支出増及び余剰施設の発
生による効率性低下を原因とする経営状況の悪化や、下水道担当職員の減少による運営
体制の脆弱化が課題。
・連絡協議会を県主導で設置し、県及び市町村が効率的に各種汚水処理を実施するため
の連携に関する施策や、汚泥の広域処理及び利活用推進に関する施策などを検討。
・複数の市町村を事業範囲としており、広域化等を進めやすく、合理化・効率化をより
期待できる流域下水道処理施設を核とすることを確認。
・まず、流域下水道処理施設への接続による単独公共下水道、農業集落排水、し尿処理
場との統合を推進。
・次に、県北地域の汚泥の広域共同処理に着手。県及び関係市町等の施設から発生する
汚泥を流域下水道の処理場に新設する施設で集約処理及び資源化を図る（新設する施設
はDBO方式により実施）。

効果

・単独公共下水道と流域下水道の統合により、改築更新投資及び維持管理費を削減。
・農業集落排水９地区を流域関連公共下水道に接続することにより、改築更新投資及び
維持管理費を削減。
・し尿処理施設を流域関連公共下水道に接続することにより、改築更新投資及び維持管
理費を削減。

（２）山形県新庄市　類型③「維持管理・事務の共同化」の例

概要 ・新庄市の処理場を中核とし、新庄市と周辺６町村の処理場の集中管理等を実施。

取組内容

・先行して建設された新庄市の処理場を中核とした圏域一体での整備について、周辺市
町村からの要望をきっかけに検討開始。
・地方自治法に基づく法定協議会を７市町村で設置。
・新庄市の処理場を中核施設とし、管内の処理場の遠方からの集中管理・監視、定期巡
回による保守点検と水質試験の一括実施を行う。

効果
・処理場の無人化や監視設備等の一体整備によるスケールメリットによりコストを削
減。

（３）佐賀県　類型④「最適な汚水処理施設の選択（最適化）」の例

概要

・「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル」に基づく都
道府県構想の見直しを実施。
・各事業の特性や市町の実情などを考慮し、その地域に適した整備手法を選定し、生活
排水処理施設ごとの区域を全体像として示した。

取組内容

・未整備地区における汚水処理施設の整備の推進については、事業着手までに期間を要
する集合処理区域を個別処理方式へ変更し、個別処理の割合を増やすとともに、浄化槽
区域の普及率について、短・中期的な指標を定め、施設整備の促進を図る。
・既整備地区の効率的な改築・更新及び運営管理については、集合処理区域における持
続可能な生活排水処理の管理・運営を行うため、接続率を指標として定め、経営の安定
化を図る。
・例えば、佐賀市では公共下水道の処理区を統合し、終末処理場を削減、農業集落排水
の処理施設を削減。また、公共下水道と農業集落排水の処理区域を見直し、削減分を浄
化槽により汚水を処理する区域に転換。

効果
・集合処理区域から個別処理方式への見直しによる効果。
・施設の統廃合が推進され、処理区の統廃合数が増加。

下水道事業の広域化等については、以下の４類型が基本である。
この４類型に即して、さらに最近の事例、主な効果を右に例示する。

下水道事業における広域化の類型等
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○山形県において、平成27年度に都道府県構想を見直し、汚水処理施設の統合計画を構想に記載。

山形県の事例

山形県において、都道府県構想を見直した結

果、人口減少や施設の老朽化に対応するため、

事業の効率化を図り、53地区で農業集落排水

や下水道の統合を計画。

今後、計画に基づき統合を実施。

■汚水処理施設の廃止と統合のイメージ（B地区処理場更新より接続管新設が経済的な場合）

事業の種類 地区数

農業集落排水同士の統合 21 （15）

農業集落排水を下水道へ統合 30 （16）

下水道を農業集落排水へ統合 1 （11）

下水道同士の統合 1 （00）

※地区数の（ ）は平成37年度末までに実施予定の地区数

既設管渠
統合が経済的

・人口が減ることにより処理場に余裕ができる。
・他の地区からの受け入れが可能となる。
・処理場2箇所の場合（更新費、維持管理）と処理場1箇所（接続管新設、維持管理）の場合
の費用比較により統合を検討。 出典：国土交通省資料

汚水処理施設の統合（都道府県構想に基づく連携事例)
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（１）秋田県　類型①「指定管理者制度導入」の例

概要
・流域下水道及び県管理の公共下水道の一部の維持管理業務について「指定管理者制
度」を導入し、効率的・効果的な事業運営を実施。

取組内容

・民間のコスト意識、事業運営ノウハウを活用した効率的・効果的な事業運営を目指
す。
・１件160万円未満の修繕、自家発・通信設備等の点検等を移行。
・以前から民間委託を実施していた業務（管渠点検、薬品等の購入）も移行。

効果 ・移行により経費を削減。

（２）大阪府堺市　類型②「包括的民間委託」の例

概要
・下水処理場施設及び管路施設に係る維持管理業務について「包括的民間委託」を実
施。
・人材育成や技術継承の観点から、直営による維持管理業務も継続実施。

取組内容

・市の行財政改革プログラムの歳入・歳出改革の一環として、経常経費を抑制し、弾力
的な財政運営への転換を図ることを目的として実施。
・総合評価落札方式を採用し、業務要求水準書を提示し、入札金額と技術提案書の内容
を総合的に評価。
・処理場施設の運転操作、監視制御、保守点検、修繕、水質管理、電力・薬品以外の
ユーティリティ調達等について包括的民間委託を実施。
・管路施設の点検・清掃等業務、住民対応業務、布設後40年経過した施設設備を対象に
テレビカメラ・目視調査を実施し、管路長寿命化計画策定業務について包括的民間委託
を実施。

効果 ・処理場施設及び管路施設について、委託期間中の経費を削減。

（３）静岡県浜松市　類型③「PPP/PFI（コンセッション方式）」の例

概要
・処理場及びポンプ場について「PFI（コンセッション方式）」の導入に向けて準備中
（平成30年より実施予定）。

取組内容

・合併に伴い流域下水道が平成28年４月より静岡県から移管。
・市内下水道処理水量の約６割を占める最大の処理区の処理場及びポンプ場について、
「PFI（コンセッション方式）」の導入を検討。
・処理場及びポンプ場の維持管理、一部の改築、料金収受などを運営権者が実施予定。
・事業期間は20年を予定。

効果 ・建設改良及び維持管理費用の削減、民間のノウハウの活用。

PPP/PFI

・北海道夕張市が、浄水場施設等の施設整備と維持管理及
び窓口等業務をまとめて依頼し、事業費の低減を図るため
PFI方式を導入。
・愛知県岡崎市が、男川浄水場の施設老朽化、耐震化によ
る更新に多大な事業費がかかるため、財政負担を効果的・
効率的に抑制することを目的として、PFI方式を導入。

DBO
・熊本県荒尾市と福岡県大牟田市が共同で浄水場を建設す
る際に、PPP導入を総合的に検証し、VFMやコストの抑制に
最も効果的と考えられたDBO方式を活用。

コンセッ
ション

・大阪市等で検討中。

・福井県坂井市が、水道メーター検針、料金収納業務等の
総務経理部門の業務及び、水質検査、施設の維持管理業務
等の維持管理部門の業務あわせて21業務を包括的に委託。
大手の民間事業者が代表となり、地元企業２者を含めた共
同企業体を組織し、地域に根ざした業務を実施。
・石川県かほく市が，水道事業に加え、下水道事業・農業
集落排水事業を一体とした包括的民間委託を実施。
・宮城県山元町が、民間事業者へ浄水場等の包括的民間委
託を行う際に、横浜ウォーター（株）にアドバイザリー業
務を委託し、最適な経営手法の導入に向けて支援を受け
た。

・維持管理費
用の削減、民
間のノウハウ
の活用。
・大手の技術
力と地元のノ
ウハウの結合
・３セクの公
共性・信頼性
と技術ノウハ
ウの活用

・岐阜県高山市が、市町村合併に伴い増加した施設の効率
的な管理と職員数削減を図るため、指定管理者制度での浄
水施設等の運営を行った。地域の実情をよく知る地元管工
事組合と、技術力が期待される大手の民間事業者などの共
同出資により設立された会社が業務を実施。
・広島県と民間企業が共同出資して「（株）水みらい広
島」を設立。同社は県営水道事業の指定管理者として管理
運営を行うとともに、県内の市町水道事業から委託を受け
て施設の管理業務等を実施。

・維持管理費
用の削減。
・大手の技術
力と地元のノ
ウハウの結合

指定管理者
制度

類型 最近の事例 主な効果

・建設投資及
び維持管理費
用の削減、民
間のノウハウ
の活用。

包括的民間
委託

○ 水道事業 ○ 下水道事業

水道・下水道事業における民間活用の類型等
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＜優先交渉権者＞
代表企業：ヴェオリア・ジャパン株式会社
構成員 ：ヴェオリア・ジェネッツ株式会社、ＪＦＥエンジニアリング株式会社

オリックス株式会社、東急建設株式会社、須山建設株式会社

＜事業概要＞
浜松市内最大処理区である西遠処理区において、
処理場・ポンプ場に運営権を設定し、民間事業者が20年間にわたり、
対象施設の維持管理と機械電気設備の改築更新等を実施。

浜松市

平成26年度
事業スキームの検討、公募書類の作
成、資産調査など

国土交通省にて
財政的支援及び
技術的助言を実施

平成27年6月 実施方針（素案）の公表

平成27年12月
実施方針（案）

要求水準書（案）の公表

平成28年2月

下水道条例の改正

実施方針の公表

特定事業の選定・公表

平成28年4月～ 西遠流域下水道移管

包括的民間委託

平成28年5月 募集要項等の公表

平成29年3月 優先交渉権者の選定

平成29年4月 基本協定の締結

平成29年10月 運営権設定・実施契約の締結

平成30年4月 コンセッション事業開始

・効率的な維持管理や改築

・VFM 14.4%（優先交渉権者提案時）

・運営権対価：25億円

※優先交渉権者の契約締結に至らなかった場合は、次点の日立・ウォーターエージェンシーグループと交渉を行う。 ※国交省資料より

浜松市における下水道分野のコンセッション導入について
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「集中取組期間」における下水道コンセッションの支援（案）
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「集中取組期間」における下水道コンセッションの支援（案） ②
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「集中取組期間」における下水道コンセッションの支援（案） ③
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経済・財政再生計画 改革工程表
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３． 主要分野ごとの改革の取組

（２） 社会資本整備等

⑤ PPP/PFIの推進

上下水道等の経営の持続可能性を確保するため、2022年度（平成34年度）までの広域化を推進するための目標を掲

げるとともに、「未来投資戦略2017」及び「PPP/PFI推進アクションプラン（平成29年改定版）」に基づき、コンセッション事業

等をはじめ、多様なPPP/PFIの活用を重点的に推進する。また、PPP/PFIを活用した文教施設等の集約化・複合化に向け

て、優良事例の横展開等を推進する。

（３） 地方行財政等

③ 地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

地方公営企業について、マネジメントの向上の観点から、管理者の設置などの経営体制や経営状況の「見える化」、

公営企業会計の適用及び外部の知見の活用を推進する方策を講じる。また、公営企業の経営戦略や新公立病院改革

プランの策定を促すとともに、抜本的な改革の検討を推進し、進捗状況と効果をチェックする。さらに、事業体間の経営

状況の違いを乗り越えて事業統合・再編を進めるなどの先進事例の横展開、将来予測のための簡易支援ツールの活用

や試算結果の公表の推進等により、事業統合・再編を含む広域化等の検討の加速に向けた支援を強化する。

第３章「経済・財政一体改革の進捗・推進」

経済財政運営と改革の基本方針2017(平成29年６月９日閣議決定)（抄）
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［29.5.25 財政制度等審議会建議（下水道関係部分要旨）］
○下水道事業は、水道事業と比べて、補助率が高く、補助対
象が広く、新設・更新は、ほぼ国費や地方債で賄われること
は、受益者負担の原則と非整合

○今後の維持管理・更新が主要課題になることを踏まえると、
受益者負担の原則を徹底し、雨水対策・水質保全等の役割
を勘案しつつ、原則として使用料で必要な経費を賄うことを
目指すべき

○こうした方向性に沿った取組を促進する観点から、国費での
支援は水道事業を参考にしつつ、徹底した重点化を検討す
るべき

Ｈ２９．５．１１
日本経済新聞５面 記事

現行の国庫補助負担制度について

財政制度等審議会における議論の動向

下水道（国交省所管） 【参考】上水道（厚労省所管）

国庫補助負担額（H27） 5,149億円（事業費：10,078億円） 754億円（事業費：2,050億円）

補助率 １／２を基本とする（処理施設の一部は、２／３、５．５／10） 事業内容に応じて１／３、１／４（経過措置等として１／２等もある）

（出所）平成27年度地方公営企業決算状況調査

下水道事業への国庫補助負担率引き下げの検討について
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○ 「下水道事業の国庫補助制度の堅持」及び「平成３０年度下水道関係予算の確保等」に
向けた提言（H29.6.30 公益社団法人日本下水道協会）より抜粋。

Ⅰ．下水道事業の国庫補助制度の堅持に向けた提言

出典：国交省資料

H29.6.30 公益社団法人 日本下水道協会 提言
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大阪府寝屋川市
（平成２４年８月）

雨水貯留管の整備

浸水防除 公衆衛生の向上

下水道普及前（昭和５０年代前半）

下水道普及後（平成２７年）

公共用水域の水質保全

都市に降った雨の排除により、浸
水被害を防除。その便益は不特定
多数の人々に及ぶ。

市街地に汚水が滞留しないよう、
汚水を排除し、公衆衛生を確保。
その便益は不特定多数の人々に及ぶ。

汚水を適切に処理することで、河川、海
域等の水質を保全。その便益は、不特定
多数の人々に及ぶ。

▼ 紫川（北九州市）の事例

国は、下水道、廃棄物の公共的な処理施設、環境への負荷の低減に資する交通施設（移動施設を含む。）その他の環境の保全上の支障の防止に資する公共的
施設の整備及び森林の整備その他の環境の保全上の支障の防止に資する事業を推進するため、必要な措置を講ずるものとする。

環境基本法第二十三条の二

○ 下水道は公共事業であるとともに、水道やバス、病院、市場等と同じく、公営企業の側面を有する事業である。
○ 自分の土地からの汚水の排除という私的便益がある一方、浸水防除をはじめ、地域の公衆衛生の向上、公共

用水域の水質保全等、不特定多数に便益が及ぶ公共的役割が大きな事業である。

国は、生活排水の排出による公共用水域の水質の汚濁に関する知識の普及を図るとともに、地方公共団体が行う生活排水対策に係る施策を推進するために必要
な技術上及び財政上の援助に努めなければならない。

水質汚濁防止法第十四条の五第三項

出典：国交省資料

下水道の公共的役割
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